
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日進市中期財政計画 

 

計画期間 令和５年度～令和９年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和５年３月 

 

日 進 市 
 

 

 

 



 

 

目  次 

 

 

 

 

    １ 基本的事項                ・・・・・・・１ 

 

    ２ 収支見込                 ・・・・・・・１ 

 

    （１）主な変動要因              ・・・・・・・１ 

 

    （２）推計方法                ・・・・・・・２ 

 

    （３）実施計画用推計値            ・・・・・・・３ 

 

    （４）今後の財政運営             ・・・・・・・５ 

 

    ３ 財政指標目標               ・・・・・・・６ 

 

    （１）市債残高と財政調整基金残高目標     ・・・・・・・６ 

 

    （２）市債残高と財政調整基金残高の推計値   ・・・・・・・６ 

 

    （３）公共施設整備基金の積立目標       ・・・・・・・６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



1 

 

１ 基本的事項 

本計画は、自治基本条例の規定に基づき、中期的な財政状況を推計したもので、計画的かつ効

率的な財政運営の一助とするものです。ウィズコロナの下で景気の持ち直しが期待される一方、 

世界的な物価高騰などの影響は、現時点で十分に予見することが困難であると考えられます。社

会情勢の変化や国県の制度改正等の変化を迅速に反映させ、新たな財政需要等に適切に対応でき

るよう、毎年度、ローリング方式による見直しを行っていきます。 

 

（１）目的 

財政運営の基本方針とするものであり、中長期的に健全で持続可能な財政運営を図ることを

目的とします。 

 

（２）計画期間 

令和５年度から令和９年度までとします。 

 

（３）対象とする会計 

一般会計を対象とします。ただし、市債は、企業会計等における市債償還金の財源の一部を

一般会計からの繰出金で賄っており、市全体で市債の残高や発行額を管理する必要があること

から、全会計を対象としています。 

 

（４）収支見込の試算方法 

財政計画の推計値については、一般財源ベースでの試算とします。また、歳出推計について

は、目的別での推計とします。 

 

（５）目標値 

   令和３年度から健全な財政運営を行うための指標として、市債残高から財政調整基金残高を

差し引いた負担分を人口で除した一人当たりの負担額の目標値を設定します。 

 

 

２ 収支見込 

（１）主な変動要因 

   令和４年３月に公表した中期財政計画（計画期間：令和４年度から令和８年度まで）から変

動した主な要因は以下のとおりです。 

 

  １）物価高騰などの影響 

収入の根幹をなす市税において、世界経済の影響に伴う物価高騰、供給面での制約、金融

資本市場の変動などに十分注意する必要があるものの、景気の緩やかな持ち直しによる上昇

を見込んでいます。 

    固定資産税については、土地区画整理事業の進捗に伴う宅地開発等による上昇を見込んで

います。 

   

２）ふるさと納税関連経費 

    ふるさと納税による寄附目標額の上昇を踏まえ、関連経費の増加を見込んでいます。 
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（２）推計方法 

各費目の推計の考え方は、以下のとおりです。 

歳入 推計方法 

市税 個人市民税は緩やかな回復、法人市民税は横ばいと見込む。 

固定資産税は、区画整理事業の進捗に伴う増額を見込む。 

譲与税・交付金 
地方譲与税を除き横ばいと見込む。 

地方交付税 特別交付税は横ばいと見込む。 

普通交付税は見込まない。 

県支出金 一般財源である権限移譲交付金は横ばいと見込む。  

その他 ふるさと納税は、寄附目標額の上昇を見込む。 

財政調整基金からの繰入金は、実施計画事業の財源不足額分を見込む。    

歳出 推計方法 

議会費 横ばいと見込む。 

総務費 徴税費は徴収手数料の増加を、戸籍住民台帳費は証明書コンビニ交付分の増加を見込

み、その他は横ばいと見込む。ただし、選挙費は該当年度に見込む。 

民生費  社会福祉費は、各保険事業特別会計への繰出金及び自立支援給付費は個別に過去の

上昇率から見込み、その他は横ばいと見込む。 

児童福祉費は、過去の上昇率から見込む。 

生活保護費は、横ばいと見込む。 

衛生費 横ばいと見込む。 

労働費 横ばいと見込む。 

農林水産業費 横ばいと見込む。 

商工費 横ばいと見込む。 

土木費 企業会計への繰出金を含め横ばいと見込む。 

消防費 横ばいと見込む。 

教育費 横ばいと見込む。 

公債費 市債残高目標額を達成するための借入上限額を基に見込む。 

諸支出金 直近の利率を参考に、基金利息を見込む。 
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（３）実施計画用推計値 

一般会計の令和５年度から令和９年度までの推計は、以下のとおりです。 

 

歳入一般財源                             （単位：百万円） 

 

※端数処理の関係で合計と一致しない場合があります。 

 

  

R5 R6 R7 R8 R9

市税 16,023 15,965 16,075 16,176 16,219

地方譲与税 184 192 201 209 218

利子割交付金 7 7 7 7 7

配当割交付金 100 100 100 100 100

株式等譲渡所得割交付金 64 64 64 64 64

法人事業税交付金 90 90 90 90 90

地方消費税交付金 1,900 1,900 1,900 1,900 1,900

ゴルフ場利用税交付金 2 2 2 2 2

環境性能割交付金 50 50 50 50 50

地方特例交付金 106 106 106 106 106

地方交付税 40 40 40 40 40

交通安全対策特別交付金 10 10 10 10 10

分担金及び負担金 0 0 0 0 0

使用料及び手数料 53 58 58 58 58

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 1 1 1 1 1

財産収入 14 14 14 14 14

寄附金 668 735 772 787 803

繰入金 952 1,228 883 1,129 1,232

繰越金 300 300 300 300 300

諸収入 49 49 49 49 49

市債 0 0 0 0 0

合計 20,612 20,911 20,721 21,092 21,262
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歳出一般財源（経常的経費）                      （単位：百万円） 

 

※端数処理の関係で合計と一致しない場合があります。 

 

  

款 款名称 項 項名称 R5経常 R6経常 R7経常 R8経常 R9経常

01 議会費 01 議会費 260 260 260 260 260

02 総務費 01 総務管理費 2,364 2,400 2,418 2,429 2,438

02 総務費 02 徴税費 230 230 230 230 230

02 総務費 03 戸籍住民基本台帳費 134 134 134 134 134

02 総務費 04 選挙費 30 0 0 50 30

02 総務費 05 統計調査費 1 0 0 0 0

02 総務費 06 監査委員費 34 34 34 34 34

03 民生費 01 社会福祉費 4,153 4,225 4,341 4,434 4,514

03 民生費 02 児童福祉費 3,242 3,307 3,373 3,440 3,509

03 民生費 03 生活保護費 84 94 104 114 124

03 民生費 04 国民年金事務取扱費 8 8 8 8 8

03 民生費 05 災害救助費 0 0 0 0 0

04 衛生費 01 保健衛生費 1,158 1,158 1,158 1,158 1,158

04 衛生費 02 清掃費 1,277 1,277 1,277 1,277 1,277

05 労働費 01 労働諸費 4 4 4 4 4

06 農林水産業費 01 農業費 122 122 122 122 122

06 農林水産業費 02 林業費 2 2 2 2 2

07 商工費 01 商工費 160 160 160 160 160

08 土木費 01 土木管理費 137 137 137 137 137

08 土木費 02 道路橋梁費 297 297 297 297 297

08 土木費 03 河川費 149 149 149 149 149

08 土木費 04 都市計画費 1,193 1,193 1,193 1,193 1,193

09 消防費 01 消防費 995 995 995 995 995

10 教育費 01 教育総務費 371 371 371 371 371

10 教育費 02 小学校費 835 835 835 835 835

10 教育費 03 中学校費 378 378 378 378 378

10 教育費 04 社会教育費 526 526 526 526 526

10 教育費 05 保健体育費 659 659 659 659 659

11 災害復旧費 01 農林水産業施設災害復旧費 0 0 0 0 0

11 災害復旧費 02 公共土木施設災害復旧費 0 0 0 0 0

12 公債費 01 公債費 982 967 927 893 916

13 諸支出金 01 基金費 0 0 0 0 0

14 予備費 01 予備費 50 50 50 50 50

合計 19,836 19,974 20,144 20,342 20,512
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総括表                               （単位：百万円・％）  

 

※端数処理の関係で合計と一致しない場合があります。 

 

（４）今後の財政運営 

歳出では、社会環境の変化による保育・教育ニーズの高まりに加え、高齢者数の増加による

医療・介護ニーズの高まりにより、経常的経費は上昇しています。 

 

一方、歳入では不確定要素があるものの、市税の緩やかな回復を見込んでいます。令和４年

３月に公表した中期財政計画と比較すると、主に個人住民税の回復を見込んでいます。 

 

しかしながら、物価高騰などの影響により、歳出の伸びに財政調整基金の繰入れを除いた歳

入の伸びが追い付かず、依然として厳しい財政運営となることが想定されます。事業実施の際

は、国や県の補助金を含めた、新たな財源確保を図りながら進めていきます。 

 

また、市債を活用する際は、特定目的基金の有効活用をするなど、市債残高を意識するとと

もに、なお、不足する財源は、財政調整基金の活用を図るなどでの財政運営を進めます。 

 

さらに、令和５年度から本格実施となる「インセンティブ予算制度」により、予算の執行段

階における新たな自主財源の確保や、経費節減の取組等の創意工夫により生みだした財源を、

新規事業や既存事業の充実に充てるなど、予算の好循環を作り出し、限りある財源の有効活用

を図ります。 

 

一般財源への影響が大きい公共建築物の老朽化対策や長寿命化については、平成３０年度か

ら「修繕予算枠」により、公共施設整備基金を活用して計画的に取り組んでいます。令和５年

度からは、道路、橋梁及び公園などのインフラ資産ついて、「インフラ修繕予算枠」を創設

し、計画的な修繕への取組を試行実施します。 

 

計画期間中だけでなく、将来にわたり安定した財政運営を実現するためには、一般会計だけ

でなく特別会計や企業会計も含めて、世代間負担の公平性を担保しつつ、将来負担の割合に留

意し、歳出の最適化を促進するとともに、急激な財政環境の変化にも対応できるように備える

ことで、財政の健全性を保つこととしています。 

  

R5 R6 R7 R8 R9

Ａ：歳入一般財源 20,612 20,911 20,721 21,092 21,262

Ｂ：歳出一般財源（経常的経費） 19,836 19,974 20,144 20,342 20,512

Ａ－Ｂ：政策的経費 776 937 577 750 750

①：歳入一般財源対前年度比 106.05% 101.45% 99.09% 101.79% 100.81%

②：歳出一般財源（経常的経費）対前年度比 110.13% 100.70% 100.85% 100.98% 100.84%

③：政策的経費対前年度比 54.46% 120.75% 61.58% 129.98% 100.00%
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３ 財政指標目標 

計画の目的を達成するための数値目標を掲げます。 

 

（１）市債残高と財政調整基金残高目標 

 市債は、毎年の政策的経費を計画的に確保し、世代間負担の公平性を図るために活用する手

法で、大型の建設事業や大規模改修事業などを推進する財源として発行します。しかし、その

償還金については、経常的経費の増大に繋がらないように、公債費を適切にコントロールして

いかなければなりません。 

 また、財政調整基金は、経済事情の著しい変動や災害による予期しない収入減少や不時の支

出増加等に備えるため、積立を行うものです。 

どちらも、長期的視野に立った計画的な財政運営を行うために必要な手段であり、その残高

については、互いに密接な関係にあり、健全な財政運営を行うために、これら二つを合わせて、

適切に管理する必要があります。 

市債残高から財政調整基金残高を差し引いた負担分を人口で除した一人当たりの負担額につ

いては、令和９年度までで１４０千円程度を目標とします。 

ただし、財政調整基金残高については、基金残高目標３０億円とし、積立てを実施していき

ます。 

 

（２）市債残高と財政調整基金残高の推計値 

毎年度、実績値を更新し、進捗管理を行います。 

（単位：百万円） 

 
 

 

 

   令和９年度にかけては、財政調整基金が大きく減少する見込みであるものの、過去に借り入

れ、償還が終了する市債が多いことや人口の堅調な伸びを予測していることなどにより、一人

あたり負担額は横ばい傾向で推移すると見込んでいます。 

 

（３）公共施設整備基金の積立目標 

 日進市公共施設等総合管理計画において、インフラ資産を除く公共建築物の更新費用とし

て、令和１４年からの１０年間に必要な経費が４５億円程度と見込んでいます。これに加え、

インフラ資産についても計画的な老朽化対策や長寿命化を進める必要があります。 

そのため、令和１４年までの基金残高目標を６０億円程度とし、毎年３億円程度の積立てを

実施していきます。 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9

市債残高（Ａ（Ｂ＋Ｃ）） 15,793 14,966 14,564 13,861 14,098 13,915 13,713

　一般会計債（Ｂ） 7,380 6,914 6,601 5,983 6,301 5,896 5,460

　下水道事業債（Ｃ） 8,413 8,052 7,963 7,878 7,797 8,019 8,253

財政調整基金残高（Ｄ） 2,910 2,925 2,574 1,945 1,662 1,233 701

10/1時点人口（Ｅ） 92,957 93,680 94,354 95,158 96,022 96,743 97,432

一人当たり負担額（（Ａ－Ｄ）／Ｅ） 139 129 127 125 130 131 134

（単位：千円） 
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